メニューⅠの事業を複数の商店街で連携して申請する場合
（別紙１）

連携申請構成表

１　申請者（代表）の情報
	(1) 商店街組織の名称
	

	(2) 事務所の住所
	熊本県

	(3) 代　　 表 　　者
	(職名)
	(氏名)

	(4) 区分(該当するものに○)
	
	商店街振興組合
	
	商店街活性化協議会会員
	
	任意団体

	(5) 構成員数
	
	人（申請日時点）



２　連携申請者の情報
	(1) 商店街組織の名称
	

	(2) 事務所の住所
	熊本県

	(3) 代　　 表 　　者
	(職名)
	(氏名)

	(4) 区分(該当するものに○)
	
	商店街振興組合
	
	商店街活性化協議会会員
	
	任意団体

	(5) 構成員数
	
	人（申請日時点）

	(6) 担当者・連絡先
	



	(1) 商店街組織の名称
	

	(2) 事務所の住所
	熊本県

	(3) 代　　 表 　　者
	(職名)
	(氏名)

	(4) 区分(該当するものに○)
	
	商店街振興組合
	
	商店街活性化協議会会員
	
	任意団体

	(5) 構成員数
	
	人（申請日時点）

	(6) 担当者・連絡先
	



	(1) 商店街組織の名称
	

	(2) 事務所の住所
	熊本県

	(3) 代　　 表 　　者
	(職名)
	(氏名)

	(4) 区分(該当するものに○)
	
	商店街振興組合
	
	商店街活性化協議会会員
	
	任意団体

	(5) 構成員数
	
	人（申請日時点）

	(6) 担当者・連絡先
	



連携申請の場合の留意事項 

〇　見積書、納品書、請求書等の宛名は、連携している団体のいずれかで構わないが、１つの取引においては、宛名を統一すること。
例えば、チラシ印刷に係る取引において、見積書の宛名はＡ商店街、請求書の宛名はＢ商店街となっているものは補助対象とは認めない。

〇　チラシ等に記載する主催者名は、原則として、連携しているすべての団体を記載すること。
なお、連携している団体で使用している別の団体名がある場合、当該団体の構成員が申請団体の構成員と完全に一致している場合は当該団体名を記載することを認めるため、交付申請書に「〇〇通商店会」の名称を使用することを付記しておくこと。（例：Ａ商店街、Ｂ商店街、Ｃ商店街で連携し、３団体のみで構成している「〇〇通商店会」の名称をチラシ等の主催者名に記載することは可。）

